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●図表－１ 外食産業市場規模推計の推

出典：一般社団法人日本フードサービス協会「外食産業市場規模推計の推移」

業界の概要

飲食業は提供方法によって３つの形態に分けることができる。「外食」はレストランや料

理店，居酒屋など家の外で食べる形態である。「中食」は惣菜やデリバリー，ケータリング，

学校給食など料理済みの食事を家に持ち帰ったり，配達したりして特定の場所で食べる形態

である。「内食」は食材を購入したり届けて貰ったりして，家で調理をして食べる形態である。

我が国では，２０２０年３月からコロナウイルス感染者が急増し４月に初めての緊急事態宣言

が発布され，飲食業への風当たりが強くなった。このことにより，新たなサービスとして料

理のテイクアウト需要の拡大や料理宅配サービスの「Uber Eats」や「出前館」等への需要

が高まり，その変化に対応することが求められている。

1 飲食業について

� 飲食業の市場動向

一般社団法人日本フードサービス協会の調査では，外食産業の市場規模は昭和５１年（１９７６

年）に１０兆円を突破し，その１０年後の昭和６１年（１９８６年）には２０兆円と市場規模が２倍とな

る急成長を遂げた。平成９年（１９９７年）の２９兆１，０００億円を頂点に多少の増減を繰り返しな

がら市場規模は逓減傾向にあった。コロナ発症前の令和元年（２０１９年）の飲食業市場規模は

２６兆３，０００億円であったがコロナ禍の令和２年（２０２０年）は１８兆２，０００億円と８兆１，０００億円

（３０．８ポイント）の大幅な減少となった。なお，一般社団法人日本フードサービス協会が実

施している「JF外食産業市場動向調査」の令和３年（２０２１年）の年間結果報告では，コロ
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●図表－２ 外食産業市場規模推計の推移＜詳細版＞

出典：一般社団法人日本フードサービス協会「外食産業市場規模推計の推移」

ナ禍２年目は前年比９８．６％と減少幅は縮小したが，コロナ前の水準への回復にはほど遠い状

況にある。

� 業態別市場動向

外食の市場規模はコロナ前から減少傾向にあった。その中で，一般飲食店・機内食等・宿

泊施設の市場規模は昭和５０年から一時的に市場縮小の時期があったが，平成２５年以降は拡大

基調で推移をしていた。一方，�集団給食（学校・事業所・病院・保育所），�喫茶・居酒
屋，�料亭・バー，などの業態は，少子化の影響や若者のアルコール離れ，接待需要の減少
などの要因から市場規模は前年対比で縮小傾向にある。

� コロナ感染症による業種別影響

コロナ感染症拡大により令和２年（２０２０年）の

外食産業全体の市場規模は前年比３０．７％減（８兆

１，０００億円）と大幅な市場縮小となった。細かい

業種別では，行動制限などの影響で「機内食等」

が６９．８％減，「宿泊施設」は４６．０％減と大幅な市

場縮小となった。

その他では，大規模飲食や夜の街の飲食の自粛

により「料亭・バー等」が５７．１％減，「居酒屋・

ビアホール等」が３６．０％減と外食平均３０．７％減を

上回る減少となった。一方，外食平均３０．７％減を

下回る業態として，「飲食店」２６．０％減，「集団給

食」（学校・事業所・病院・保育所）１５．７％減で

あった。

●図表－３ 外食産業市場規模推計の推
移＜R２年度前年比版＞

出典：一般社団法人日本フードサービス協会
「外食産業市場規模推計の推移」
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●図表－４ 飲食店の業務内容一覧

主な管理工程 業務内容 目標指標／管理指標

企画 メニュー開発 単価向上／店舗ブラント力向上

営業 イベント 客数向上／店舗認知度向上

製造 調理 生産性向上／食材原価／食材管理

サービス 接客 顧客満足向上／CRM＊１

運営 店舗管理 客席回転率上昇／生産性向上

小売 テイクアウト 利便性向上／売上リスク分散

＊１ CRMとは顧客関係管理と言われ，市場シェアでは無く，顧客価値を高める
ための取り組み手法である。

集団給食の外食市場に占める構成比は１５．５％（約２兆８，０００億円）であり，社会生活や日

常生活に欠かすことができないサービス提供が外食産業全体の落ち込みを底上げしていたこ

とは考慮すべきである。

2 飲食業について

� 飲食業の特徴について

飲食業は，セントラルキッチンシステムに支えられた何百店舗を有するチェーンストアか

らシェフが仕入から調理までする料理店など規模や業態が多岐にわたることが大きな特徴で

ある。本稿では，単店舗展開で仕入から調理・提供までを一貫して行う店舗にフォーカスを

絞って解説をしていく。

一般的に飲食店はサービス業に分類されるが，業務内容は製造業的要素から接客サービス

業的要素まで幅広い領域をマネージしなければならい。

一般的に飲食店は参入障壁が低く，「流行り廃れ」が激しいと言われるのは，管理工程が

多くあり，どこに経営資源を集中させるかによって他店との差別化や外部環境変化に合わせ

やすい点が影響しているためである。

同じイタリアンレストランでも，コース料理を提供する本格イタリアンレストランでは店

舗の雰囲気や接客力，厳選された食材を堪能できる味などにウエイトを置いているが，ファ

ミリー向けイタリアンレストランでは，世代を問わず楽しめるメニューやイベント，食べや

すい味付けなどにウエイトを置いているなど，違いが認められる。

� 飲食店の経営指針

飲食店の経営指針は一般的に「QSCA」である。「QSCA」とは，Quality（品質：クオリテ

ィー），Service（接客：サービス），Cleanliness（清潔感：クレンリネス），Atmosphere（雰

囲気：アトモスフィア）の頭文字を取った略語である。この中でも C：クレンリネス＝衛生

管理は，飲食業で最も重要な指針であり，その目的は「お客様の健康と安全を守る」ことで

ある。クレンリネスが不徹底であると食中毒の発生や異物混入，油ぎった床での転倒など飲

食店の信頼を一瞬で崩壊させてしまう危険性を孕んでいる。

クレンリネスの重要性は２０２０年に改正食品衛生法が適用され２０２１年６月までに原則として
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●図表－５ 飲食業の重要経営指針（QSCA）一覧

指針 意味／ポイント

Quality
（品質）

常に品質の高い料理を提供すること。来店客にあった料理メニューになって
いるのか，提供量や見た目はどうか，などの目線が重要である。

Service
（接客）

常に気持ちの良いお客様第一のサービスを行うこと。おもてなしの心は当然
で，もう一歩踏み込んだ顧客感動への取り組みがポイントである。

Cleanliness
（清潔感）

常に衛生的，清潔な磨き込まれた店舗を維持すること。食器は黄ばんでいな
いか，従業員の髪型や服装は清潔か，厨房では重点清掃箇所を明確に設定し
ているかなど，持続的な清掃活動と維持活動を行うことが大切である。

Atmosphere
（雰囲気）

常に店内でくつろげる雰囲気作りを心がける。店舗コンセプトや提供メニュ
ーとのマッチングが重要であり，近年では差別化ポイントとなっている。

�

すべての食品等事業者（食品製造業など）は，HACCPに沿った衛生管理に取り組むことが

求められたことからも理解できるであろう。

また，SNSや口コミサイトが身近なものとなった現在では，不衛生感や雰囲気の悪さ，

接客ひとつで悪評が拡散するなど手を抜くことができない指針となっている。

� 飲食店の財務分析ポイント

飲食店の財務分析で欠かせないのが FLコストである。FLコストとは，F（Food）：食材

費と L（Labor）：人件費のことで，飲食店に係る経費の大部分を占めているコストである。

FLコストが売上に占める割合が FLレートであり，飲食店経営の健全性を見る代表的な指

標となる。

一般的に FLレートが５５％以下だと経営状態は「健全」とされ，６５％以上だと「危険」な

状態である。飲食店では家賃や水道光熱費などのコストが掛かるため，FLレートは５０％台

を適正ラインとして意識することが大切なポイントになる。

モデル企業A社の概要

1 A社の沿革
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種類 基本構成／提供内容 価格帯

ランチ 「ご飯・お吸い物・おかず・サラダ・小鉢」 ８００～１，５００円

ディナー
「ご飯・お吸い物・メインおかず・サブおかず・サラダ・小
鉢・小盛りそば／うどん」

１，５００～３，０００円

宴会
法事

�魚中心，�肉中心，などの要望に応える形。
提供内容は食材の状況により都度変更している。
競合店の同価格帯と比較すると１～２品多く提供している。

１人３，０００円・４，０００円・
５，０００円のコース，プラ
ス１，５００円で飲み放題

●図表－６ A社のビジネスモデル

A社の店舗は，群馬県の比較的人口が多い１０万人都市の郊外に位置しており，店舗は市の

主要道路に面している。近隣は住宅地に囲まれており，少し離れた場所に県が誘致した比較

的大きな工業団地が隣接している。店舗は宴会需要の高まりから増改築を繰り返し地域でも

有数の宴会施設を有しているが，各動線は入り組んでおり効率的なレイアウト配置とはなっ

ていない造りである。

2 A社の事業概要

� 提供メニュー

A社の提供メニューは，ランチ・ディナーともセットメニューが主力である。

ランチ・ディナーの目標はリーズナブル感の醸成であり，価格以上の食材品質，提供量も

満腹感が得られる構成となっている。その他，単品メニューの品揃えもあるが，セット注文

率が非常に高い。

� ビジネスモデル／生産体制

コロナ前の A社ビジネスモデルは，ランチ・ディ

ナーに来店した顧客にリーズナブルで質の良い料理を

提供することにより，宴会や法事需要の受注に繋げ，

そこで利益を得る粗利ミックススタイルであった。

宴会や法事の受注は，事前に人数が確定しているた

め食材ロスは少なく，調理も効率的に準備でき，高利

益率のアルコール消費が期待できるため利益を生みや

すい条件が揃っている。

厨房は，料理長として代表と正社員の副料理長が調

理を行い，後継者が調理補助と食材仕入れや在庫管理

を行っている。ホールは，勤務歴２０年になるパート社員がフロアー長として接客・配膳の責

任者として他のパート社員やアルバイトを管理している。代表の奥様は，宴会等の予約管理

と経理・総務業務を行っている。

3 A社の事業概要

A社は，宴会・法事へ誘導する粗利ミックスのビジネスモデルを構築していたが，FLレ
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●図表－７ A社の収益状況

�

ートが７０．３％と業界平均（黒字企業）より３．２ポイントも高い状況にある。特に，食材費比

率では業界平均（黒字企業）と比較して７．１ポイントも高く，人件費は３．９ポイント低い結果

であり，A社は利益確保のために，役員報酬を抑えざるを得ない収益状態である。

また，減価償却費が１，８００千円と少なく設備の老朽化や人件費以外の販売管理費比率が低

いことから，適正な設備更新や修繕が行われてこなかった。

A社の問題点と課題

� 宴会・法事重視のビジネスモデル

A社はランチ・ディナーを蒔き餌として宴会・法事で利益を確保していた。コロナ禍の影

響で宴会・法事利用が大幅に減少し，コロナ前売上高は６０百万円あったが，コロナ１年目は

２１百万円と１／３まで売上高が減少した。急遽，テイクアウト需要に対応するためお弁当メニ

ューを開発したが，売上の下支えにならなかった。

また，お弁当メニューは店内飲食でないことを理由に低い価格設定（５００～８００円）とした

ため，利益がほとんど残らない状態であり，新たな売上の創造が急務な課題である。

� 各メニューの食材原価指標が無い

後継者が入社するまで A社では，代表が仕入と価格設定を行っていた。価格設定は，永

年の「経験」と「勘」で実施していた。消費税率のアップ時は，客数の減少を懸念し価格転

嫁による値上げを先送りしていた。「図表－７ A社の収益状況」のとおり，コロナ前でも

人件費を抑えることで利益の確保に繋げており，宴会・法事の価格設定では適正な利益を確

保できなかった可能性が推測された。

ランチ・ディナーで適正な利益を確保するため，全メニューの食材原価の調査が必要であ
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�

る。また，新事業を展開する場合でも食材の原価管理は必要不可欠な能力である。

� 厨房と来店客とのコミュニケーション

A社代表は，食の技術追求心が高く流行りの店舗があれば，県外でも定休日を利用しリサ

ーチするなど職人として高いプライドを持っている。しかしながら，自店の来店客とコミュ

ニケーションはほとんど取らず，ホール責任者であるパート社員から店内の様子やお客様の

声を聴くことは無く，料理の残量などもほとんど確認していない。

顧客ニーズを無視したメニュー開発を行ったり，顧客の顔を見ないため価格転嫁に躊躇し

たり，経営者として問題を抱えている。

A社の現状SWOT分析

� 機 会

�テイクアウト需要などの創出：コロナ禍の影響で店内での飲食はかなわず，飲食店の料
理を持ち帰り家で食べる文化が定着した。�デリバリーなどの需要拡大：コロナ禍でも葬儀
や法事は実施されており，ケータリング業者の独占市場であった料理やお弁当のお届けサー

ビスが拡大している。�高額弁当の購入障壁の低下：コロナ前は店内で出来立ての料理を食
べることが好まれていたが，�・�の需要拡大により会合や法事などで３，０００円を超えるお
弁当を買うことへの抵抗感が薄らいだ。宴会自粛により高級弁当を用いた接待やお祝い利用

が増加している。

� 脅 威

�コロナ禍による宴会自粛：官公庁や民間企業がコロナ感染予防で忘新年会や歓送迎会の
自粛や中止が一般化しつつある。�コロナ禍による法事の簡素化：法事はお寺等での読経の
みとなり，お弁当を持って帰るスタイルが定着した。�アルコール需要の戻りの悪さ：家飲
みや宴会自粛の定着により外飲みに対するマイナスイメージが定着してしまった。

� 強 み

�魚料理の美味しいお店という知名度：先代は魚仲卸業を営んでいたが市場縮小を機に飲
食店に業種転換し，魚料理の美味しい日本料理店として高い評判を得ている。�魚の目利き
能力がある調理師の存在：現代表は先代から魚の目利き能力を鍛えられ，調理師歴３０年のベ

テラン料理人である。�創業４０年超を超える老舗ブランド：地域でも有数の宴会施設を備え
る日本料理店として地域に名が轟いている。�若い調理師免許を持つ後継者の存在：都内の
日本料理店で修業した２０代後半の若い経営者の長男がいる。

� 弱 み

�食材比率が高く利益を圧迫している：各メニューの食材管理表が無く，感覚で売価を決
定している。�お客様の声が届かない組織体制：経営者は職人気質で良い料理を作ればお客
様が付いてくると思っている。�宴会・法事に特化したビジネスモデル：「図表－６ A社

のビジネスモデル」で述べたとおり。�建物・調理施設の老朽化：増改築を繰り返したこと
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●図表－８ クロスSWOT分析

�

で適正なリニューアルができず，最新のスチームコンベクションオーブンの導入など調理器

具への投資が計画的に行われてこなかった。

A社の改善策

� 高級仕出し弁当への参入（新たな売上の確保）

A社には過去に多くの法事利用した顧客リストがあり，法事場所として斡旋して頂いた葬

儀業者も数社存在している。A社の強みである美味しい魚料理を全面に出した，３，０００円～

７，０００円の高級仕出し弁当の開発を行った。サービス周知に関しては，小規模事業者持続化

補助金を活用して，紙質の良いパンフレットを作成し既存顧客や宴会の利用企業・行政機関

へ発送を行った。また，葬儀社には後継者が直接パンフレットを持参し，高級仕出し弁当の

斡旋に対するキックバック率の交渉を行うことで，早期の事業化に結び付けることができた。

� 個別原価管理表の作成と価格改定

●図表－９ ランチ原価管理の例
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●図表－１０ バランススコアカード

�

ランチ・ディナー・高級仕出し弁当の全てのメニューは直近の仕入伝票価格を参考に，使

用量を調査し，原価表を作成した。調査の結果，多くのメニューの食材費は４０％後半で人件

費やその他経費を考慮すれは利益がほとんどない人気メニューも確認された。

人気メニューに関してはホール責任者の声を尊重し，FLレートが５０％台に収まるように

価格を改定した。また，長年客離れを心配し徴収をしてこなかった消費税に関して，税込メ

ニューへ刷新すると同時に価格転嫁を実施した。消費税徴収に関して，ホール接客時と精算

時にお客様へ説明を行い，理解を求める POPなどを設置したことで，概ね，顧客の理解が

得られ，大幅な客数減少は避けられた。

高級仕出し弁当は，デリバリーコストやキックバック手数料も生じるため食材費率を３５％

前後に抑え，味・見栄えが良いメニューを開発した。

� 厨房と顧客のコミュニケーション強化とメニューの集約

ホール責任者のパート社員と調理師とがメニューについて協議をする場を月に１回設けた。

また，代表と後継者は調理の空いた時間はホールへ出て常連客などと話をしたり，料理の説

明を行ったり，来店客のニーズの把握を積極的に努めるようにした。多くの常連客が高齢と

なっており，量の少ない小盛メニューや質の充実，油分の少ない調理方法の導入などの話が

聞けたことは，代表にとって大きな驚きとなったようである。

また，競合他社の流行メニューなど和食以外のメニューは，提供数を確認しながら３０％程

度削減した。その結果，日本料理店として専門性が高まると共に食材の在庫削減による収益

改善に寄与した。

改善後のモデル利益計画

経営改善の将来損益計算書では，宴会・法事等の既存売上の戻りを３年後に１０百万円と仮

定し，新事業の倍増による収入確保を目指す。また，食材原価管理の徹底により売上総利益

率を現在より３年後に２ポイントの改善を目指すこととした。給与水準は３年後にはコロナ

前まで戻しつつ，建物修繕と調理設備の購入を計画的に進めて行く。
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利 益 計 画

今後の飲食店経営には，生産性向上や人手不足対策として，�ITの活用（タブレット端

末の注文から精算までの自動化，キャッシュレス決済の導入），�ロボット配膳の検討，な
どが重要な取り組みテーマとなっていくであろう。

〔かつぬま・たかひろ〕

●図表－１１ 経営改善後のモデル利益計画




